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調査概要 

 

名 称 国税庁が障害福祉サービス事業に法人税課税すると示したことに関する緊急アンケート 

目 的 

 NPO 法人が行う障害福祉サービス事業について、法人税の対象となる「収益事業に  

該当する」と、国税庁が2017 年 7月に発表しました。県内NPO 法人がその対応方法

を検討し、また他の団体の対応方針が気になっているところです。 

 そこで、上記の対応状況を調査、実態把握を行うことで、障害福祉サービス事業に    

取り組むNPO 法人に対し、今後の対応の参考となる情報を提供します。 

対 象 茨城県内で障害福祉サービス事業に取り組む NPO 法人 

対象数 143 法人 

回答数 53 法人 

回答率 37.1％ 

対象期間 2018 年 3月 27 日～4月 30 日 

方 法 FAXによる書面調査 

主 体 茨城NPO 事務支援センター（運営：認定NPO 法人 茨城NPO センター・コモンズ） 

助 成 NPO 法人会計基準協議会 「会計強化キャンペーン」事業 

 

１. 国税庁の判断への対応状況に関する質問 

 

① NPO 法人が行う障害福祉サービス事業について、国税庁が法人税の対象となる「収益

事業に該当する」と昨年発表したのをご存知でしたか？ 

 

対象数 143法人 

回答数 53 法人 

回答率 37.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.npocommons.org/topics/jimu-support.html
http://www.npocommons.org/
http://www.npokaikeikijun.jp/
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② 国税庁の発表を受けて、今後どのように対応される予定ですか？（複数回答可） 

 

対象数 143 法人 

回答数 51 法人 

複数の選択肢を回答 5 法人 

回答率 35.7％ 

 

※ その他「実費弁償方式による申請確認の届け出を税務署へ提出し、収益事業非該当とする予定。」 

※ 収益事業開始届を税務署に届けると回答した団体のうち 1 団体は、2018年 3 月に届出予定 

 

③ ②の質問で、b または c を選択された団体にお伺いします。税務申告に向けて、どの    

ような対応をされていますか？（複数回答可） 

 

回答数 11法人 

複数の選択

肢を回答 
1 法人 
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④ ②の質問で、e を選択された団体にお伺いします。なぜ e を選ばれたのでしょうか。   

（複数回答可） 
 

回答数 11 法人 

複数の選択肢を回答 1 法人 

 

その他の理由 

 税理士に相談はしているが、税務申告するかどうか悩んでいます。 

 税理士と相談の上、対応を先延ばしにした。 

 只今検討中のため。 

 障害福祉サービスが一律に「請負」に当たるとは思われない。 
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２. 団体の運営に対する質問 

 

① 障害福祉サービスの種類は何ですか？（複数回答可） 

 

対象数 143 法人 

回答数 43 法人 

複数の選択肢を回答 17 法人 

回答率 30.1％ 
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② 法人全体の事業規模についてお伺いします。前年度の経常収益合計の額を、お選びくだ

さい。 
 

対象数 143 法人 

回答数 52 法人 

回答率 36.4％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 会計ソフトを使用されていますか？ 

 

対象数 143 法人 

回答数 53 法人 

回答率 37.1％ 
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会計ソフト名 

 

 

④ NPO 法人会計基準をご存知ですか？ 
 

対象数 143 法人 

回答数 51 法人 

回答率 35.7％ 
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⑤ NPO 法人会計基準が昨年 12 月に改正されたことをご存知ですか？ 
 

対象数 143 法人 

回答数 51 法人 

回答率 35.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 会計担当者はいらっしゃいますか？ 
 

対象数 143 法人 

回答数 53 法人 

回答率 37.1％ 
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⑦ 顧問税理士はいらっしゃいますか？  
 

対象数 143 法人 

回答数 53 法人 

回答率 37.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他のコメント 

 平成 27 年に潮来税務署の方が来て、「就労継続支援B 型事業は、収益事業に当たる」と言われました。

その時は、「医療保健業」に該当するとのことでした。税理士さんを頼み、交渉してもらいましたが、     

ダメでした。結局、過去5 年分（平成 22～26 年度）の法人税及び延滞金も収めるように言われ、納入

しました。その後、茨城県から、行方市から請求が来ました。県と市からは、法人税免除の承認を毎年

もらっていたにもかかわらず、延滞金も取られたのは納得がいかない。 
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資 料 編 



国税庁が障害福祉サービス事業に法人税課税すると示したことに関する緊急アンケート 報告書 
 
 

 

10 

国税庁ホームページより抜粋 ＜ https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/hojin/21/18.htm ＞ 
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